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Ⅰ．研究目的・意義 
 

 本研究は、都市型社会というこんにちの社会構造、〈政策・制度ネットワーク〉の拡

大・深化にともなう、多様な政策主体の主体的に参加による「地域開発」のありかた

をさぐるものである。 

 

１．政策主体の多様化に応じた「地域開発」手法開発の必要性 
 

 高度成長期以来の社会変動は、ひとびとの生活を〈政策・制度のネットワーク〉が

あって成り立つものとした。 

 このことは、〈政策・制度のネットワーク〉のありかたにたいし、それを共有する利

害関係者である市民じしんが主体的に関与することを不可避とし、政府を〈政策・制

度のネットワーク〉の維持・改善のために市民から資源の信託を受けた市民の代理機

関とした。そのため、政治の自治・分権、政府にたいする参加・情報公開の拡充、市

民の生活つまり〈政策・制度のネットワーク〉にもっとも身近な政府である自治体の

政府化が、徐々に進んできた。 

 地域開発もまた、こうした、政策主体の多様化、自治・分権を基礎とした手法があ

りえるのではないか。 

 

２．条件不利地域における市民主体型地域開発 
 

 日本においても経済および、社会の持続可能性が危機状況にある条件不利地域1にお

いて、行政主導、インフラ投資による産業振興という従来の開発とは異なる、市民の

主体性を基礎とした地域開発手法の模索が求められる。地域全体の高齢化がすすみ、

行政の公共サービス領域の縮小がはじまるなかで、地域の多様な主体の有機的、主体

的なネットワークにより、地域そのものを支えるしくみを模索する必要がある。 

 このようなスキームの条件は、 

 第一に、多様な主体が、主体的に、地域開発において責任ある役割を担うこと。 

 第二に、それら主体が、自立性を担保されること。 

 第三に、それら主体による、当該地域におけるマルチセクターのパートナーシップ

の経験を蓄積しうるものであること。 

 を満たすものと仮定される。 

 本研究は、①地域の市民社会セクター、市場セクターを主体とする持続可能な、地

域開発計画の仕組み、②有限資源の有効配分を可能とする新しい地域政策展開の仕組

                                                
1 日本における条件不利地域をめぐる研究の概括は、柏〔2002〕序章を参照。 
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みが複合する、③日本における新しい地域開発計画となる国土計画の策定と実行の制

度模型の設計を目標として、市民主体型地域開発スキームの模索をめざしたものであ

る。その意義は、このような地域における政策主体のネットワークをかたちづくりな

がら、行政にとってはそのネットワークの醸成という新しい機能をになう、その方策

の提案にあるといえるだろう。 
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II．研究手法 
 

 本研究は、こんにちの社会構造から導かれる地域開発の手法を理論的に整理しつつ、

その視座をもって国内外の事例を検討、その検討から日本における市民主体型地域開

発としての包括助成制度を構想するものである。 

 地域開発の手法の検討は、こんにちの社会構造がもつ特性をふまえたうえで、公共

政策の主体の多様化、その関係性を醸成しうる地域開発手法の必要性の理論的整理を

行うことが欠かせない（第 1章で展開）。 

 ついで、そうした開発手法に近い事例として、ＥＵのＬＥＡＤＥＲ、とくにアイル

ランドの事例を検討する。そのスキーム、成功といわれる要因の分析、汎用性の分析

を行う。とはいえ、そうした海外事例がすぐに日本の状況に適応できるわけではない。

また、日本においても、自治体側のアプローチとして、市民の提案による事業への助

成がみられ、市民社会セクター側のアプローチとして、公共サービスの需給関係の再

検討を検討する事例がある。それらを検討し、動向と課題を整理する（第２章で展開）。 

 海外事例を参考にしつつ、日本における萌芽をふまえながら、日本における包括助

成制度が市民主体型地域開発としてもちうる可能性を検討し、その条件を解明する（第

３章で展開）。 

 以上のように、本研究では、理論的整理のうえに、日本における市民主体型地域開

発の手法を構想することを念頭に、参考となる海外事例、萌芽としての国内事例を検

討しながら、研究を進めたものである。 



 

III．研究成果 
 

○要旨 
１．政策主体の多様化に応じた「地域開発」手法開発の必要性 

 本研究の前提として、まず、地域公共政策がもつ社会構造的要因を整理する。 

 １－１．都市型社会における地域社会  

 高度成長期における社会変動は、日本を都市型社会に移行させた。そこでは、ある

社会の成員である市民は、その社会の「政策・制度のネットワーク」をいわば共有財

とした利害関係者として存在しているといえる。 

 地域社会はひとびとのくらしの基盤であり、したがって、公共課題とその解決案と

しての公共政策の発信源でもある。地域社会のメンバーである市民が、その課題の発

見、解決の模索にとりくむことができる関係性の醸成と制度の構想が求められる。自

治体も質的な変化が求められる。 

 １－２．公共政策の担い手としての３セクターにおける課題 

 生活にかかわる課題全般が、「政策・制度のネットワーク」にたいする政策課題とし

て政治化する。こんにち、公共政策はすでに、通例想起される政府セクターだけでな

く、市民社会セクター、市場セクターの多様な主体によって担われている。自治体（政

府セクター）の固さ、市民社会セクターの脆弱さは、３セクターの交錯領域における

関係性の深化をはばむ大きな要因といえる。 

 １－３．条件不利地域における公共政策の担い手 

 条件不利地域問題は日本の地域政策にとってきわめて大きな課題となっていること

を確認する。 

 １－４．条件不利地域における市民主体型地域開発スキームの必要性 

 公共政策の担い手としての３セクターの関係性、とくに活動が重複する領域におけ

る連携・協力が、求められていながら未成熟であること、日本における条件不利地域

問題においても、３セクターの関係性の深化とりわけ市民社会セクターの主体的関与

が鍵となるであろうこと、それには、地域における政策主体どうしの関係性の醸成が

求められるであろうことをあらためて確認する。 

 

２．市民主体型地域開発をめざす事例 

２－１．包括助成型地域開発：LEADER とアイルランド地域開発 

（１）アイルランドと LEADER 

 LEADER（LEADER I, LEADER II, LEADER + を本稿では総称する）は、LEADER I が開

始された 1991 年から LEADER+最終年度の 2006 年にわたり、EU構造基金・結束基金と

当該国政府、地域調達資金のマッチングファンドにより推進された、包括助成型地域

開発である。この制度を概観し、アイルランドの関係にふれる。 
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 中間支援組織を核とした LAG（Local Action Group）を構成、地域市民の主体的参

画を基礎に、責任主体を明確にした地域開発計画を策定し応募、採択されれば基金が

拠出される。その目的は農村、中山間地域など条件不利地域の経済・環境・社会開発

であった。重要なことは、そうした経済・環境・社会開発に実際の主体として、パー

トナーシップを形成しながらとりくんできたことが、地域の主体間の関係性、いわゆ

るソーシャル・キャピタルの醸成につながっていることでもある。アイルランドにお

いては、この国内 LEADER 地域の活動にたいする高い評価により、市民を主体とする類

似の地域政策手法がみられている。 

（２）市民主体型地域開発  

 LAG は包括助成制度の特徴地域における活動・サービス提供・開発計画等を作成。

その計画をもって国、EUなどの助成プログラムに申請する。 

（３）包括助成制度の核となる LAG の概要 

 LEADERの申請、プロジェクトの実施の核となるLAGの形態について特徴をまとめる。 

 （４）IRD Duhallow の事例検討 

①IRD Duhallow と対象地域の概要 

 アイルランド南東部内陸地域にある IRD Duhallow は、Ballyhoura Development Ltd

とならぶアイルランド LEADER の成功事例とされている。 

②IRD Duhallow の LEADER による成果をまとめ、 

③IRD Duhallow の理事会構成と LEADER 以外の活動を整理する 

④アイルランドの地方自治とIRD Duhallowの成功をふまえて、今後の方向性をさぐる。

LEADER+の期間終了にともない、市民主体型地域開発をめざすプロジェクトがふたたび

策定されたが、今後、市民主体型地域開発が、地域公共政策として、とくにアイルラ

ンドのようなもともと地域自治体の公的サービスが手厚くなかった国で〈政策・制度

ネットワーク〉を形成していくとすれば、その資金枠組みを撤収することが可能なの

だろうか。 

⑤LEADER の事例からみる包括助成型地域開発の成果と課題 LEADER の成功事例は、政

府セクターとのパートナーシップをもちながらも、LAG のイニシアチブは市民社会セ

クター側にあることが共通している。それは、地域市民の主体的参画の深さが、地域

開発における決定的な要因となりつつあることを示しているといえる。さらにいえば、

その参画とパートナーシップを地域がコーディネートできないときは、包括助成制度

による地域開発は効果が期待できない。 

２－２．市民社会セクターからのアプローチ 

 日本においては、こうした地域における広範な公共政策をになう主体はみあたらな

いが、その萌芽になりえるような事例について整理する。 

（１）きょうと NPO センターコミュニティ・ストラテジー研究会（CS 研）「公益の地

図」 
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 CS 研では、実際の自治体の事務事業と市民活動団体が行っている事業をマッピング

し、その互換性や向上をさぐる「公益の地図」の作成にとりくんでいる。公共政策領

域における役割分担にとって有益なアプローチであるだけでなく、同センターの市民

ファンド構想や、京都府の地域再生予算の動向から、今後の動きが注目される。 

（２）滋賀県彦根市城西学区連合町内会 

 同町内会は、2006 年に既存の町内会、自治会、各種団体を再編して形成された団体

である。高齢化や担い手不足から、城西学区連合町内会を任意団体、町内会、自治会、

各種団体などを参加団体としてまとめ発足した。たんなるスケールメリットにとどま

らず、イベントでの連携・協力、役割分担など、地域においても縦割りであった体制

を横断的につなぐ可能性があることが評価される。 

２－３．政府セクターからのアプローチ 

 包括助成型地域開発制度においては、市民社会セクターの主体性が重要な役割を果

たすことを指摘してきた。しかし、そこでの政府セクター、地域においては基礎自治

体は、その役割や事業を量的に縮小するのではなく、質的な転換が求められている。

現在、基礎自治体においては地域公共政策の担い手を醸成するための多様な事業を展

開しているが、そのめざましい成果は残念ながら得られていない。本稿では、「地域公

共政策の担い手層を醸成する」ことを主たる目的とした事業が成功可能かどうか、ま

た、本研究でのべてきた包括助成制度につながる可能性はあるかについて検討する。 

（１）北海道中札内村「ふるさとづくり事業」 

 人口約 4000 人の小規模自治体である北海道中札内村は、堅実な財政運営で評価され

るかたわら、地域政策の担い手としての市民層の登場を期待している。同村の「ふる

さとづくり事業」は、柔軟性も高く、市民発意の公益事業の提案の受け皿として可能

性があると考えられるが、近年は申請数が大きく下がっている。それはなぜか、自治

体によるアプローチに求められる発想の転換を検討する。 

 

３．結論と今後の研究における課題 

 本研究では、その冒頭に、日本の条件不利地域において、行政主導、インフラ投資

による産業振興という開発手法とは異なる、市民の主体性を基礎とした地域開発手法

の模索が求められており、３つの条件を示した。その仮定を検討しつつ、日本におけ

る市民主体が他地域開発としての包括助成制度を検討する。 

３－１． アイルランド LEADER 事例の検討 

 アイルランド LEADER の事例では、前掲の３条件が一定満たされている。注目すべき

は、IRD Duhallow の約 20 年、ことに LEADER 期間の 10 年によって、地区ベース、課

題ベースの市民グループが着実に形成されてきたことである。こんにち Duhallow 地域

に存在する市民グループが従前から準備されていたわけではなく、むしろそうした担

い手が少ない地域として評価されていた。IRD Duhallow のアプローチ、LEADER の手法
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によって、地区ないし課題を求心力とした市民グループが、活動主体として形成され、

活性化していったという成果は重要であり、その必要条件を検討する。 

（１）LAG としての IRD Duhallow と担い手の醸成 

 LEADER Method とは、「地域ベースのアプローチ／ボトムアップアプローチ／LAG／

革新（をすすめる）アプローチ／（セクターと主体との）むすびつけ（integration）

／国際協力／財政指標」にあらわされるといわれる。これらも重要であるが、とりわ

け鍵となるのは、「地域の主体が、実際に獲得した資金の配分をめぐって、政策課題と

活動計画をもちより議論すること」がなにより得がたい経験であった、との Walsh 氏

の指摘である。そうした議論が主体をまきこみ、地域の課題と政策をめぐる主体間の

関係を醸成することは、市民主体型地域開発の重要な基盤整備と位置づけられる。 

 IRD Duhallow が最も優先してとりくんできたコミュニティコンサルテーションは、

自立性あるコミュニティグループの形成に寄与し、地域戦略計画の信頼性を高めた。

議論の場、主体の醸成は、包括助成制度の成功を左右させる要素である。 

（２）包括助成制度としての LEADER の利点と課題 

 枠組みとしての包括助成制度は、地域戦略計画の策定と実行により、議論のヒロバ

の創出と責任主体の醸成、社会関係資本の増大にとって有効である。 

 さらに、包括助成制度の利点は、地域開発における政策分野の総合性に対応できる

点にある。地域の将来を、課題と政策対応をふくめて議論するならば、政策分野は横

断的になり、戦略計画は総合性をもたざるをえない。包括助成制度は、分野を特定し

た助成では難しい地域全体の議論がおこないえることに大きな利点があるといえる。 

 だが、そうした利点を測定し評価することは難しい。 

３－２． 日本における市民主体型地域開発としての包括助成 

 市民主体型地域開発としての包括助成制度を、日本の現状からその制度と運用の課

題について検討する。 

（１）国土計画としての市民主体型地域開発 

 IRD Duhallow が、またひろく条件不利地域がそうであるように、地域開発の目標は、

「職」と「生活」で構成される「くらし」の向上である。地域の〈持続可能性〉、ひと

びとの〈生きる喜び（Quality of Life）〉の向上をめざす地域開発として、市民主体

型地域開発としての包括助成制度は十分に検討の価値がある。 

 国土計画としては、国の政策ターゲットを評価指標に織り込むことで、政策誘導を

地域に直接実現することができる。また、なによりも、地域の持続可能性の確保は、

国土保全の観点からも重要である。条件不利地域の持続可能性を確保するためには、

内発的な社会・経済開発が必要であり、市民主体型地域開発はこの文脈で国土計画と

して機能するであろう。 

 市民主体型地域開発として冒頭に提起した三条件にくわえ、日本なりに包括助成制

度の利点を生かすためには、次の要素が必要となるだろう。 
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●LAG に相当するものをおき、申請主体とする。 

●地域戦略計画のスキーム計画年次は５年、初期の年次事業計画を３年とする。 

●地域戦略計画の内容について 

●国、自治体のマッチファンドとする。 

●予算の執行について、一定の柔軟性を確保する。 

●評価の手法を検討する。 

 地域政策を担う主体、セクター横断的な社会関係資本は①地域課題を解決するため

の資金、②議論するシクミと時間、③責任分担をともなう地域戦略という議論と合意

の具体的成果物、④その形成と実行を支え励ます存在、⑤地域での模倣や応用を誘発

する近隣のよき事例、といった要素により、醸成しうる。 

 市民主体型地域開発としての包括助成制度の核になるのは、制度の運用のなかにい

かに議論するヒロバを織り込むかであり、LAG がそうした議論をベースに、社会関係

資本を醸成する核となれるかにかかってくる。 

 以降、日本での制度設計の留意点を検討する。 

（２）どこが区域になるべきか、だれが主体となるべきか 

 複数自治体にまたがる区域の応募、県境をこえる区域での応募は、当然に、可能で

あるべきだ。大きな検討課題は、自治体は LAG になりえるかという点である。本研究

は、LAG はあくまでも市民活動団体であり、自治体はその構成メンバーのひとつであ

るべきと考える。LAG が活動の対象とする範囲は、こんにち政府に求められる、地域

におけるシビル・ミニマムの保障以上でありえるからである。さらに、市民主体型地

域開発であるかぎり、担い手のあるなしにより地域間・地域内に格差が生まれること

が必然となる。また、基礎自治体の動員としての申請を避ける必要もある。ただし、

自治体や職員のもつ求心力や人的・組織的ネットワークを、少なくとも LAG メンバー

の一員として、LAG にどう活かすかは検討の余地がある。 

（３）制度を地域に下ろしていく計画・事業、固定分野での助成からの脱却 

 国土政策としては、上記の要件を満たして発動しうる地域にしか適応できない政策

となる。その意味では、市民主体型地域開発としての包括助成は、それを担える地域

と担えない地域との間の格差を認める制度である。ただ、実際に、市民主体型地域開

発が効果のあるものと認知されれば、その要件を満たすための多様な努力や、自治体

を主体としたミニ包括助成制度もありえるだろう。 

 中札内村のふるさと事業の例は、シビル・ミニマム以上の、ないしはシビル・ミニ

マムであって責任主体は自治体であっても実施主体が市民となる施策・事業の展開が

模索されていることを示している。しかしその場合、特定の分野や特定の目的での助

成は、地域政策が政策総合としての特徴を持っていることから、かならずしも使いや

すい助成とはかぎらない。さらに、自治体と単独の市民グループ、単独の事業での関

係では、議論のヒロバ、連携の経験は形成されにくい。 
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 市民主体型地域開発としての包括助成制度は、市民との役割分担を基礎にした地方

政府としての自治体の機能を開拓していくことにつながるのではないだろうか。 

（４）議論するシクミと期間の確保 

 議論するしくみと期間を意識的に織り込むことが望まれる。単純なことだが、率直

な、そして形成途上にあり、議論の結果にフィードバックされる議論を通じて関係性

をつくっていくことが、その後の主体的な関与に結びつくことが多い。 

 自治体の、あるいは国の事業は、これまで、誤謬なく計画されたものを着実に実行

することが求められ、そこには可変の領域は多くなかった。そのことが、誤謬や利害

の交錯を前提にしつつ、多様な政策主体どうしの開かれた議論で最適解をさぐる政策

型思考の社会的経験を阻害してきたところがある。地域にその力や担い手がいないと

しても、公共政策の構造は、政府がもはや担い手の不在をおぎなうことをできなくさ

せている。いずれにしても、地域に生きるひとびとの政策主体としての関係性を醸成

することが課題となる。 

（５）今後の検討課題 

 本研究の成果から、さらに今後の論点が特定されてきた。 

①自治体は LAG になりえるか 

 本研究では、自治体は LAG になるべきではないとしたが、一方で、市民社会セクタ

ーと自治体との役割分担は、日本では、当面試行錯誤が続くことになろう。したがっ

て、今後も検討が必要と考える。自治体の総合計画と LAG の地域戦略計画との関係も

重要である。 

②スキームと評価指標の検討、日本における萌芽の継続調査 

 持続可能な地域を、内発的な主体によって形成していくための、投資ないしは時間

が必要な部分を、どのように評価することが可能なのかは、今後の検討課題としたい。 

 さらに、京都府ときょうと NPO センターとのあいだで包括助成制度が検討されてい

るなど、日本における市民主体型地域開発は現在まさにその萌芽がみられるところで

ある。今回の研究を基盤に、今後の研究につなげたい。 

③条件不利地域に資金がもたらされるシクミ 

 条件不利地域の地域が持続可能性であることの社会的価値を、維持のための資金が

もたらされるシクミにどうつなげていくか。国内排出権取引、環境税などの制度の検

討が必要であろう。 

 

○キーワード 
地域開発、包括助成制度、条件不利地域、市民社会セクター、協働、ソーシャル・キ

ャピタル、社会関係資本、まちづくり、都市型社会、LEADER、アイルランド共和国 
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○本編 
 

１．政策主体の多様化に応じた「地域開発」手法開発の必要性 

 

 本研究は、こんにちの地域公共政策がもつ社会構造的要因から求められる地域開発

政策のスキームを、国内の萌芽事例、海外の事例から検討することを目的としている。 

 地域公共政策がもつ社会構造的要因とは、以下のように整理されると考える。 

 

１－１．都市型社会における地域社会 

 

 高度成長期における社会変動は、日本を都市型社会〔松下（1991）〕に移行させた。

その重要な特徴は、本研究の文脈で言えば、広範で複雑な「政策・制度のネットワー

ク」が市民生活の基盤として成立し、その維持・管理・改善が社会の重要な課題とな

っていること、さらにそれは社会の〈持続可能性〉とひとびとの〈生きる喜び Quality 

of Life〉とをともに向上させるという目標をもっていることにある〔土山（2007）〕。 

 都市型社会は、いわゆる田舎であるか都会ではなく、「政策・制度のネットワーク」

のうえにひとびとの生活がなりたつという社会構造の類型を示している。そこでは、

ある社会の成員である市民は、その社会の「政策・制度のネットワーク」をいわば共

有財とした利害関係者として存在しているといえる。「政策・制度のネットワーク」の

ありかたが、ひとびとのくらしのありかたを左右するし、個人では解決しえない公共

課題は、公共政策として「政策・制度のネットワーク」に織り込まれていくことにな

る。 

 地域社会はひとびとのくらしの基盤であり、したがって、公共課題とその解決案と

しての公共政策の発信源でもあ

る。地域社会のメンバーである

市民が、その課題の発見、解決

の模索にとりくむことができる

関係性の醸成と制度の構想が求

められる。そうした市民主体に

よる政策過程において、地域社

会にもっとも近い政府である自

治体がその過程においてかかわ

る機能も、質的な変化が求めら

れるといえよう。 

 

図表 1 公共政策をになう主体の関係図 
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１－２．公共政策の担い手としての３セクターにおける課題 
 

 前項で、生活にかかわる課題全般、「政策・制度のネットワーク」にたいする政策課

題として政治化する。農村型社会〔松下（1991）〕において多くの地域が確保できた、

生活空間と地域産業の地域における共有は崩れ、個人はそれぞれの事情と価値観を基

礎に社会に立っている。習慣や伝統それ自身がもっていた正統性、共有された感覚に

よる暗黙の了解が機能しない社会では、自治は「自ズカラ治マル」ではなく、公開さ

れた政治過程による「自ラ治メル」となることが必然である。 

 高度成長期以降、こうした変化は、一方では市民活動のひろがり、他方では自治体

の政府化〔土山（2007）〕によって、課題をもちながらも拡大してきた。1990 年代後

半からは、公共政策の担い手の多様化をいっそう進めようという動きが、自治体から

も市民社会セクターからもひろがっていること、その担い手が急速に拡大しているこ

とは周知のとおりである2。こんにち、公共政策はすでに、通例想起される政府セクタ

ーだけでなく、市民社会セクター、市場セクターの多様な主体によって担われている

（図１）。 

 公共政策とその担い手を３つのセクターで区分してとらえるとき、それぞれのセク

ターでなければになえない領域がある一方で、たとえば介護サービスや環境問題など、

セクターを超えた活動可能領域の重なりがある。この重複する領域は、これまで日本

が経験的にとらえてきた範囲より、あるいは日本の政府セクターに属するととらえら

れてきた範囲より広く、また、さらなる拡大が模索されている。それが「新しい公共」

をめぐる議論であると位置づけることができよう。「新しい公共」がほんとうに「新し

い」のかという疑問はさておき、公

共政策領域とその政策過程との担い

手の構図を書き換えようという動き

が、政府の側からも他セクターの側

からも進められていることはまちが

いない。交錯領域での役割分担によ

る負担軽減、互恵的な連携・協力に

よる相乗効果、また、しばしば忘れ

られがちだが、健全な対立・競争に

よる活動の質の向上という可能性が

存在し、その開拓に期待が集まって

                                                
2 たとえば、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）数は、2007 年 7月には 3万５千を超えている。

制度設置後 10年で大きな広がりをもった。他方で、こうした公益法人制度の多様化も進み、

ＮＰＯ法人から社会福祉法人への移行、また、2008 年末の公益法人制度改革により、一般財団

法人、公益財団法人への移行もみられる。 

図表 2 セクターの分断 
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いる。「協働」という用語はこの重複領域での役割分担、連携・協力、対立・競争が、

〈政策・制度のネットワーク〉の維持、管理、改善に資することを示しており、一部

で誤解されているように「政府に市民が協力して働くこと」ではない。 

 社会構造のありかたからみちびかれる、交錯領域の拡大とそこでの３セクターの関

係性の構図にくらべ、現在の公共領域における３セクター関係は相互に分断されてお

り、「協働」の疎外要因として認識されているところである。自治体（政府セクター）

の固さ、市民社会セクターの脆弱さは、３セクターの交錯領域における関係性の深化

をはばむ大きな要因といえる。いわゆる地縁型とよばれ、政府セクターに近い存在で

もあった町内会・自治会は、コミュニティの組織主体として期待をもたれつつあるが、

高齢化や運営手法などの課題が指摘されている。テーマ型とよばれ、公共サービスの

事業主体としても期待されるＮＰＯ法人などの市民活動団体は、団体数の伸長にくら

べてなお脆弱である3。行政の「下請け化」による市民活動団体としてのアドボカシー

性の喪失、「安上がり委託」によるスタッフの疲弊が、市民社会セクターの主体として

期待を集める市民活動団体の危機として指摘されている。一方、日本型雇用といわれ

た終身雇用制度のもとで、セクター間はもとより同セクターの組織間でも人材流動が

多くなかった日本においては、セクター間、組織間の組織文化や交流が薄く、セクタ

ー間の壁は厚い。とくに縦割り性が指摘される行政と、ミッションにたいして課題意

識を共有する水平なメンバーシップを基本とする市民活動団体のあいだには、しばし

ば齟齬が指摘される。 

 高度成長の終焉は、税をはじめとする政策課題の成長もまた安易に期待できないこ

とを示している。政府セクター、ことに自治体が拡大してきた政策領域は、領域その

ものは拡大を続けながら、政府セクターがもつ資源は限りがあることがいっそう明確

となった。さまざまな事業が縮減にむけて精査されるなかで、資源配分をめぐっては

市民のあいだでも利害は対立し、その議論のなかで政府セクターの機能は再構成され

るだろう。 

 右肩上がり成長の終焉、また、市場の動向に対する政府セクターのイニシアチブの

低下をふまえつつ、高度成長期がもたらした都市型社会化、公共政策領域の拡大4、社

会資本の蓄積、公共政策の担い手の多様化という条件変動が、「政策・制度ネットワー

ク」とその担い手の構図をあらたに示しつつある。その一方で、現実は、各セクター

がそれぞれの課題を抱え、かつ、セクター間の壁がなお厚い。地域の〈持続可能性〉

                                                
3 産業経済研究所が行った 2006 年 NPO 法人アンケート調査の結果では、回答数 2636 団体のう

ち、５割以上が会員数 50人未満であり、小規模団体が主流であるといえる。また、有給・無

給をふくめ事務局スタッフがいる団体は約６割、有給常勤および有給非常勤がいる団体の平均

人件費は 166 万円であった。産業経済研究所『NPOアンケート調査 2006』、

http://www.rieti.go.jp/jp/projects/npo/index.html。 
4 公共政策領域は拡大したが、たとえば宮本太郎は、社会保障の領域は実際には家庭と企業が

担ってきたとする〔宮本（2008）〕。 
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と〈生きる喜び〉を実現するために、これらの課題に対応する、地域政策のあらたな

スキームが求められていると言えよう。 

 

１－３．条件不利地域における公共政策の担い手 
 

 柏雅之によれば、日本において条件不利地域問題は、人口問題としての過疎問題お

よび中山間地域問題（1960 年代～1970 年代）、農業構造問題（1980 年代～1990 年代初

頭）、新たな農業担い手問題と内発的地域発展問題（1980 年代末～）、EUの CAP 改革の

影響を受けた日本型条件不利地域政策の模索（1990 年半ば～）と、「軸足を徐々にず

らしながら推移してきた」（柏〔2002〕6）。農業という産業と、中山間や過疎地域とい

う人口との問題ではなく、都市の集積にたいして経済的に不利な構造にある農村とい

う地域の総合的な課題として、条件不利地域問題は日本の地域政策にとってきわめて

大きな課題となっていることはいうまでもない。 

 農村であってもその生活形態は都市化し、〈政策・制度のネットワーク〉を不可欠と

し、政策主体の多様化もまた進行している。急速に進んだ市町村合併により、地域の

政府が広域になるなかで、市民の政策主体としての役割はむしろ大きくなることが期

待されている。だが、その期待は、現実のものとなっていないことが多い。担い手が

いない、あるいは、行政主導のアプローチが市民を「主体」ではなく「協力者」にと

どめている、といった指摘がしばしば見られる。 

 近年、ソーシャル・キャピタル論への注目が高まっているのは、このような「担い

手不在」や「客体としての市民」という状況課題に対応するものだからといえよう。

パットナムによれば、「協調的行動を容易にすることにより社会の効率を改善しうる信

頼、規範、ネットワークなどの社会的仕組み」5とされる。本稿の文脈に即して解する

ならば、同様の問題状況に地域とそこにすむ市民が面したとき、ある地域では市民が

主体的に共同で解決を模索し、別の地域ではそれが起こらない、その違いがソーシャ

ル・キャピタルの豊かさであるといえる。課題を共有のものとし、そのための時間や

労力や費用といった資源を互酬ないし互恵的なものとする人々の関係性と、それをも

たらう行動や思考の規範さらにはしくみをさすといえよう。ソーシャル・キャピタル

論が必ずしも厳密な定義をもたず、かつ多様に論じられるのは、そうしたものを社会

にとって価値がある「生産物」を生み出す「資本」とよみかえる発想の提起そのもの

にあるといえる。しかし、ソーシャル・キャピタルの薄い、あるいは醸成を進めよう

と考える地域にとって、地域に何かを生み出すひとびとの関係性の醸成が課題となる。

これまでこのような関係性の醸成は、施策の対象にはなってこなかった領域である。

その領域は開拓可能なのか。おそらく、関係性そのものの醸成を対象とした施策では

なく、施策の過程で関係性が醸成されるシクミを織り込むことが求められよう。 

                                                
5 パットナム〔2001〕206－207、ただし邦訳は稲葉〔2007〕3による。 
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１－４．条件不利地域における市民主体型地域開発スキームの必要性 
 

 以上のように、公共政策の担い手としての３セクターの関係性、とくに活動が重複

する領域における連携・協力が、求められていながら未成熟であること、日本におけ

る条件不利地域問題においても、３セクターの関係性の深化とりわけ市民社会セクタ

ーの主体的関与が鍵となるであろうこと、それには、地域における政策主体どうしの

関係性の醸成が求められるであろうことが整理できた。 

 社会と公共政策をめぐるこれらの条件を、積極的に取り込んだ地域開発の手法はな

んであろうか。また、そうした地域開発の手法を国土計画として再構成することが可

能ではないだろうか。 

 おそらく、そうしたスキームの条件は、 

 第一に、多様な主体が、主体的に、地域開発において責任ある役割を担うこと。 

 第二に、それら主体が、自立性を担保されること。 

 第三に、それら主体による、当該地域におけるマルチセクターのパートナーシップ

の経験を蓄積しうるものであること。 

 と仮定される。 

 以降、本研究助成で調査した、こうしたスキームの先駆ないし萌芽となる事例を検

討し、筆者の研究活動をふまえ論じることとする。 
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２．市民主体型地域開発をめざす事例 
 

２－１．包括助成型地域開発：LEADERI,II,+とアイルランド地域開発 
 

（１）アイルランドと LEADER 

 

 LEADER（LEADER I, LEADER II, LEADER + を本稿では総称する）は、LEADER I が開

始された 1991 年から LEADER+最終年度の 2006 年にわたり、EU構造基金・結束基金と 

当該国政府、地域調達資金のマッチングファンドにより推進された、包括助成型地域

開発である〔白石（2002）〕。中間支援組織を核とした LAG（Local Action Group）を

構成、地域市民の主体的参画を基礎に、責任主体を明確にした地域開発計画を策定し

応募、採択されれば基金が拠出される。その目的は農村、中山間地域など条件不利地

域の経済・環境・社会開発であった。 

 とりわけ LEADER プロジェクト開始時には当時の EU加盟国内でもっとも経済力が弱

く、集中的に投資を受けたアイルランドでは、この方式は大きな効果をあげたとされ、

模範例として高い評価をうけた。その主体となる LAG は、後掲する事例 IRD Duhallow、

Ballyhoura Limited Company にみるように、County Council（複数の行政区画にまた

がることも多い）や消防、警察などの政府セクター、企業などの市場セクター、地域

で活動するボランタリーグループなどの市民社会セクターの参画による理事会をもつ

（図表４）。 

 LEADER はもともと地域における主体自身による経済開発を主眼としており、英国、

アイルランドともに、農業生産物の加工などのコミュニティビジネス、ツーリズムと

いった企業の振興に焦点があてられる。だがそれにとどまらず、職業訓練などの人材

育成、起業支援、さらに、地域社会における子どもや高齢者のケア、女性の自立と地

位向上の支援、ボランタリーグループのサポート、環境保全活動の展開など、幅広い

公共サービスの領域にひろがっている〔柏（2002）〕。重要なことは、そうした経済・

環境・社会開発に実際の主体として、パートナーシップを形成しながらとりくんでき

たことが、地域の主体間の関係性、いわゆるソーシャル・キャピタル〔パットナム

（2001）〕の醸成につながっていることでもある。 

EU 地域開発プログラム 時期区分 予算規模 

LEADER I 1991-1994 約 4億 4千万エキュ 

LEADER II 1995-1999 約 17 億 5千万エキュ 

LEADER + 2000-2006 約 50 億 5千万ユーロ 

Rural Development Programme 2007-2013  

参照：EU議会 LEADER+ホームページ、西川（2002）。 

図表 3 EU 地域開発プログラムの時期区分 
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 アイルランドにおいては、この国内 LEADER 地域の活動にたいする高い評価により、

市民を主体とする類似の地域政策手法がみられている。たとえば、都市圏における貧

困・荒廃地域を主対象とした RAPID(Revitalising Areas by Planning, Investment and 

Development)は、アイルランド政府独自の地域開発助成であり、46団体が助成をうけ

ている。アイルランドの国土計画（National Development Plan）は 2007 年～2013 年

の新フェーズに入り、計画上はなお貧弱な国内ハードインフラ整備に多くをさいてい

る6ものの、条件不利地域の地域開発には上記の LAPID、また、LEADER+の後継にあた

る Rural Development Program が国内 36の LAG を担い手として進み始めたところであ

る7。 

 

（２）市民主体型地域開発 包括助成制度の特徴 

 

 LEADER を基礎8に、包括助成制度の概要をまとめると以下のようになる。 

・ 申請母体は Local Action Group(LAG)。有限責任法人も多い。 

・ 長期のビジョンを中期、年次にブレークダウンした地域計画を作成。テーマ

ごとの計画がある場合もある。地域における活動・サービス提供・開発計画

等を作成。 

・ その計画をもって国、EUなどの助成プログラムに申請（英国 Local Strategic 

Partnership、EU 構造基金 LEADER I,II,＋）助成主体に申請。 

                                                
6 ただし、米国経済と深く結びついて経済成長しつつ、近年鈍化の傾向がみられたアイルラン

ド経済は、08年の金融危機で大きな打撃をうけており、ハードインフラ整備の進捗は危ぶまれ

ている。 
7 アイルランド政府、EUは、2008 年 11 月 4日付けで、LEADER の後継となる Rural Development 

Program の予算と助成対象 LAGについてプレスリリースした。 
8 英国 Liverpool First でのヒアリング（2005 年）アイルランドの Ballyhoura Development Ltd

でのヒアリング（2006 年）、IRD Duhallow(2006 年、2008 年)での調査をもとにまとめた。 

図表 4  包括助成制度の概念図 
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・ 審査ののち採択 

・ 助成金には使用時期・用途に一定の幅があり、総合的な政策分野に利用可能

(包括助成の意味するところ) 

・ 計画段階から成果指標、政策目標を明示する 

・ 年次報告、会計報告による報告、評価。 

・ 計画の進捗によっては、助成金の減額、停止もありえる。 

 

（３）包括助成制度の核となる LAG の概要 

 

 LEADER の地域における核となる LAG の特徴は、以下のようにまとめられる。 

・ LAG には、地域のステークホルダー、市民活動団体を巻き込み（インボルブ

メント）、コーディネート、ファシリテートする役割が求められる。 

・ LAG は地域計画（英国 LSP では地域戦略計画）の策定と実施に参加する団体

が集まる、中間支援組織の機能も果たす。 

・ LAG の参加団体、地域の公的主体が理事会（Board）を構成する。 

・ LAG（Local Action Group）LAG は市民活動団体やボランティアグループ、地

元企業、自治体（行政ないし議会）、警察、消防などの代表者で構成される。 

・ 行政区画とは必ずしも一致せず、複数自治体にまたがった圏域で構成される

ことが多い。基礎自治体にかぎらず、広域自治体境界をまたがることもある。 

・ それぞれの活動計画を持ち寄り、中期・年次の活動計画を作成する。あるい

は、作成の過程で、連携や、役割分担に応じて、それぞれの活動計画を対応

させる。 

 以降、それでは実際に LAG による LEADER プロジェクトのとりくみをみてみたい。 

 

（４）IRD Duhallow の事例検討 

 

①IRD Duhallow と対象地域の概要 

 アイルランド南東部内陸地域にある IRD 

Duhallow は、Ballyhoura Development Ltd となら

ぶアイルランド LEADER の成功事例とされている。 

 コーク県、リムリック県の境に位置し、両県に

またがる地域を対象とする。 

 Market town とよばれる、小規模な商店が集ま

る４地域（ Rathmore, Kanturk, Millstreet, 

Newmarket）のほか約 30 の小さな地区で構成され

ている。面積は 1.8 万 km2（東京都は約 2.2 万 km2）

図表 5 IRD Duhallow の活動地域 
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であり、人口は約３万人である。 

 

②IRD Duhallow の LEADER による成果の概要 

 IRD Duhallow は 1989 年、政府のパイロッ

トプログラム、Integrated Rural Development

（IRD）を機に設立され、LEADER によって大

きく成長した。 

 LEADER+終了年次にあたる 2006－2007 年

Annual Report では、地域経済の分野だけで

も、980 人の雇用、1500 人の雇用につながる

起業支援、3850 万ユーロの経済効果などをも

たらした、とされている（詳細は図表５、図

表☆）。 

 IRD Duhallow の活動は、「暮らし、働く場

所として魅力ある」9地域づくりをめざす多岐

にわたるものである。Community Development

にかかる部分については後に詳述することと

し、ここでは概要について述べる。 

 IRD Duhallow には Community development 

Forum, Employment & Training など政策分野

ごとの Strategic Working Group が実践を、

また、Human Resources、Project Evalutaion

などOperational Sub-Committeesが執行を支

えている。直接行う事業も、外部の団体・企

業、市民を支援して行う事業もある。 

 直接行う事業としては、たとえば 2003 年に

開 始 し た DART(Duhallow Area Rural 

Transport)10という地域交通サービスがある。

Social Economy Working Group により、近隣

地域を走り、近郊都市行きの民間バス会社に

接続もし、独自の時刻表での運行が提供され、

月間 1500 人を輸送する。同 WG は高齢者への

配食サービスも実施、月間 550 食を提供して

                                                
9 O’Keeffe, IRD Duhallow Evaluation of LEADER+ 
10 首都ダブリンとその近郊を走る鉄道もDART (Dublin Area Rapid Transit)であるが、Duhallow

の DART とは関係ない。これを意識した命名であろう。 

・980の雇用創出 
・1500人の雇用につながる起業支援 
・3850万ユーロに相当する投資の誘導 
・3800の訓練機会の提供 
・750人の就職支援 
・550人のチャイルドケア施設の新設支援 
・100 のコミュニティないしボランタリーグ
ループの活動支援 

・コミュニティ間のネットワーク化と協力関

係の支援 
・コミュニティないしボランタリーグループ

が行った 610のプロジェクトにたいする資
金提供 

・30種類の出版物の支援 
・Duhallowのひとびとが開発問題について議
論する 60 のセミナーやカンファレンスの
開催 

・29のツーリズムアメニティないしビジター
アトラクションの開発および 16 の新しい
宿泊施設の設立 

・5200人以上の若者を開発プロジェクトへま
きこむ 

・20の学校でサポートプロジェクトに着手 
・new rural transport serviceにより年間２
万１千人を輸送 

・25の国との国際交流 
・インフラを整備する公的機関との共同 
・EUfora,国政府への利益代表としての役割 
・１つの組織体として 26の国および EUプロ
グラムに採択 

出典 IRD Duhallow Annual Report 06/07 
p.9 

図表 6 LEADERによる IRD Duhallow の成果 
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いる。教育・訓練の機会提供は IRD  

 Duhallow の重要な活動である。

LEADER+では 25 万ユーロの助成のほ

か、国レベルの FÁS（Ireland's 

National Training and Employment 

Authority）の事業として、起業、コ

ミュニティリーダーシップ、就業、

保育などにかかわるプログラムを実

施した。LEADER+により大人 1600 人

に研修機会を提供したが、女性の能

力開発や支援は重要な対象であった

という。そのほか、国政府の助成で

あ る LDSIP (Local Development 

Social Inclusion Programme)、EU

構造基金による EQUAL などの資金で、

社会的に阻害されている層を対象と

したプログラムも実施した。子ども

の進学機会については、学校と連携

したカウンセリングなど行っている。 

 IRD Duhallow が支援するプロジェ

クトは図表８のように多数であり、

地域開発として重要な役割を果たし

ているが、この点については次項で

扱うこととする。 

 IRD Duhallow が直接、間接にかか

わる活動は、雇用や地域開発にかか

わる研修、農家の収入向上につなが

るプロジェクト、社会的弱者への支

援、ボランタリーグループの支援、

農家経済を支えるアグリビジネスや

ツーリズムへの支援、子どもや高齢

者のケアへの支援など、公共サービ

スの主体としても重要な機能を果た

しており、電力供給やブロードバン

ド網など、地域のインフラにもかかわっている。LEADER はじめ他のファンドによる事

業は、Annual Report06/07 によれば、LEADER と主要な農村開発ファンドで 145 プロ

IRD Duhallow Companies  外部の団体による雇用* 
スタッフ 14  LEADER I 116 
DART & Childcare 8  LEADER II 269 
DCFS 10  LEADER+/ NRDP** 547 
RSS 58  LDP/ LDSIP 35 
CE 18    
Warmer Homes 5    
小計 113  小計 967 
創出された雇用の総計: 1080 

出典 IRD Duhallow , Evalutation of LEADER+ 
* フルタイム雇用者のみの数字 

**National Rural Development Plan 

図表 7 IRD Duhallow による雇用創出 

写真 2  同保育園の内部 

写真 1  LEADER助成による新設保育園 
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ジェクト（約 300 万ユーロ）、社会的包摂を目的とした国のファンド LDSIP で 26 プロ

ジェクト（約 16万ユーロ）を実施している。事業の詳細については、資料を参照され

たい。 

 2001 年から 2006 年にかけての LEADER, LEADER+からの資金調達は約 700 万ユーロ、

そのほか、アイルランド政府の地域開発プロジェクトなどから約 200 万ユーロの資金

調達を行った。 

 

③IRD Duhallow の理事会構成と資金供給 

 

 IRD Duhallow の理事会（Board）（図表 9,10）は、LEADER+の最終年である 06/07 年

次では、理事会の議長のほか、コミュニティグループ、法定機関、企業セクター、社

会的パートナー、自治体の５つのセクターから選出されたメンバー、22名で構成され

ていた11。 

 自治体からは IRD Duhallow

がまたがるコーク県、ケリー

県の議会議員が理事会のメン

バーに加わっていることが注

目される。 

 理事会のメンバーではない

が、2008 年の資料では、

Duhallow 西部 15 グループ、

南東部 12グループ、北東部 9

グループの計 36 グループが、

それぞれ２名を IRD Duhallow

への代表に選任している。 

                                                
11 LEADR+計画年次が終了し、Rural Development Planが公表された 07/08 年次では、自治体

関係者が、議会議員各県２名、県職員各県１名の計 6名となるなど、構成に変更があった。 

属性 母体等 人数 

議長、副議長  2 

社会的パートナー 農業、トレードユニオンの中心

人物、代表者、介護支援ネット

ワーク、Duhallow の中心人物 

4 

法定団体 南部漁業者連盟、ツーリズム協

会、農業支援団体など 

6 

企業セクター 財務担当、地域商工会 2 

コミュニティ代表 コミュニティフォーラム／カ

ウンシルの代表など 

6 

自治体 コーク県、ケリー県の議会議員 2 

計 22 

IRD Duhallow Annual Report 06/07 pp.5-7より作成 

図表 9 IRD Duhallow の理事会構成（06/07 年） 
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図表 8 LEADERにより支援したプロジェクト数 
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 IRD Duhallow の年間財政

規模は図表 11 のように約

200 万ユーロである。収入

の柱は LEADER などの助成

プログラムだが、LEADER+

の計画期間にあたる 2001

年から 2006 年に、LEADER

や他の助成プログラムから

得た資金の総計が図表 12

である。LEADER は最も大き

な資金供給源だが、国や EU

の他の助成制度からも資金

を取り入れ、結合して展開

している。これらの資金に

より、前掲のような、貧困

層や Traveller といわれる

人々の社会的包摂を対象と

し た LDSIP (Local 

Development Social 

Inclusion Programme)、自

治体関係機関を窓口とし 

て、特定メニューから小規

模の整備を助成する制度で

あ る  CLÁR programme 

(Ceantair Laga 

Árd-Riachtanais)、農村

地域での雇用と雇用訓練

のための国の機関 FÁS と

の連携など、多岐にわた

る活動が展開されている。 

 

④IRD Duhallowによる地

域開発とアイルランド

の地方自治 

 アイルランド共和国に

 Ν Ν 

LEADER+ 3,074,252  

Mainstream Rural Development Plan 849,360  

Total LEADER Funds 2001-2006  3,923,612 

LDSIP 2004-2006  2,489,295 

EQUAL 2002-2004  181,113 

RTI 2003-2006  541,894 

Free Travel Scheme Funds 2003-2005  91,465 

DART 2003-2006  486,013 

Transition to Employment  64,839 

Rural Social Scheme 2004-2006  144,918 

DCFS 2001-2006  955,925 

助成の総計  8,879,074 

出典 IRD Duhallow Annual Report 06/07 p.39 

  Ν  

 収入－継続事業 2,179,669  

 支出 2,137,239  

    

 事業収入－継続事業 42,430  

 利子収入 2,069  

    

 当期利益 44,499  

 出典 Annual Report 06/07 p.38  

図表 11 2006 会計年度の全体収支 

図表 12 01-06 年の助成プログラムによる獲得資金 

図表 10 IRD Duhallow の理事会（Board） 
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ついては、そもそも州政府の力が弱く、

社会資本も未整備の状況にあり

〔Callanan(2007)〕、政府というよりも

行政機構として、資源も権限も限られ

ていた〔McDonagh(2001)163-173〕とい

う事情がある。County Council が行う

のは、道路整備と低所得者向け住宅の

建設が主な役割である、とも言われる。

2003 年、2006 年、本助成研究によって

2008 年と LEADER の活動主体の調査を

行ったが、「Council が本来はするべき

ことだが、我々がやっているんだ」と

いう表現を耳にすることが多かった。 

 IRD Duhallow に参加し、事業を展開する主体は、従前からこの地域に豊かであった

わけではない。IRD Duhallow の設立メンバーによれば、LEADER I の当初にはわずか４

つのコミュニティグループしかなかった。しかし、LEADER I における現場に密着した

活動が功奏し、３年間に 20 以上のグループが形成され、現在では IRD Duhallow が支

援するグループは 96にのぼるとされる12。 

 理事会は年２回開催されるが、理事会は各分科会（図表 10の紺色の部分）の活動や

方向性を確認し承認する機能が主であり、IRD Duhallow を実際に動かしているのは、

事務局スタッフと IRD Duhallow に参加している団体のメンバーであるといえる。理事

会のメンバーやスタッフによれば、IRD Duhallow が Duhallow 地域にこれほど大きな

成果をあげ、多様な政策分野での事業と活動の掘り起こしを可能としたのは、マネー

ジャーである Maula Walsh 氏を核とする勢力的な活動によるところが大きいという。

また、Maura 氏によれば、前チェアマンである Jack Roche 氏の存在と理解がその活動

の基盤を支えたとのことである。こうした核になる存在多くの人々を巻き込み、地域

の課題の掘り起こし、プロジェクトを進めるスタッフへの支援はもとより、地域や団

体のステークホルダーにたいする説得や巻き込み（インボルブメント）、エンパワメン

トがきわめて高く評価されていた。 

 IRD Duhallow に限らず、たとえば英国リバプールの LSP（Local Strategic 

Partnership）である Liverpool First を支えていたペニー・ウィックフィールド女史
13、同じくアイルランドで高い評価をうける Ballyhoura Development Ltd.のカメル・

フォックス女史14も、対立しうる組織間の調整、新たなグループの掘り起こしに大き

                                                
12 O’Keeffe, IRD Duhallow Evaluation of  LEADER, Chapter3-4.巻末資料を参照。 
13 的場（2008）に、氏による講演の概要が収録されている。 
14 井上編（1999）に、氏による Ballyhoura 地区の説明について言及がある。図表 13参照。 

写真 3  IRD Duhallow オフィス 

 (リムリック県 NewMarket)（NewMarket） 




